
北海道告示第11124号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

なお、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和２年９月７日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その12）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 北海道緊急時医療活動 北海道公立大学 北海道公立大学法人札幌医科大学 10分の10以内 保福第1の2号様式 保福第１の2号様式 提出部数 １部

施設整備費 法人札幌医科大学 及び国立大学法人北海道大学が行う 保福第1の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

北海道地域防災計画 国立大学法人北 緊急時医療活動施設整備事業に要す 保福第1の18号様式 保福第１の31号様式 る日

（原子力防災計画編）に 海道大学 る経費 保福第1の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

定める原子力災害医療活 保福第1の32号様式 地域医療推

動体制を確保するため、 別に指示する様式 進局地域医

北海道公立大学法人札幌 療課

医科大学及び国立大学法

人北海道大学が行う緊急

時医療活動施設整備事業

に要する費用に対し、予

算の範囲内で補助する。

２ 腎臓機能障がい者通院 別記１による 腎臓機能障がい者が人工透析療法に 別記２による 保福第121号様式 提出部数 １部 総合振興局長 実績報告は

交通費補助事業 よる医療の給付を受ける場合の通院に 通院証明書 提出期限 別に指示す 又は振興局長 要しない

腎臓の機能に障害を有 要する経費 住民票等、申請者の る日

する方が、障害に基づく 属する世帯の世帯員 提 出 先 総合振興局

症状を軽減し、又は除去 全員を確認できる書 又は振興局

する目的で、人工透析療 類 の保健環境

法による医療の給付を受 身体障害者手帳の写 部社会福祉

けるため、その医療機関 し 課

への通院に要した交通費 申請者及び申請者の

について、腎臓機能障が 所属する世帯の前年

い者の福祉の増進を図る 分の所得額及び所得



ため、予算の範囲内で補 税額の課税状況が確

助する。 認できる書類



別記１

補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する者であること。

（１）北海道の区域内に居住し、腎臓機能障害により、身体障害者手帳の交付を受け

ている者

（２）腎臓の機能障害を更生するため、居住地以外の市町村に所在する医療機関に通

院し、人工透析療法による医療の給付を受けている者

（３）補助対象者及びその配偶者又は補助対象者の扶養義務者で補助対象者の生計を

維持する者の令和元年の所得が、その扶養親族等（市町村長が証明する世帯員を

含む。）の有無及び数に応じて、別表に定める額を超えない者

（４）生活保護法（昭和25年法律第144号）による医療扶助の移送費等、他の法令等

による通院交通費相当分の給付を受けていない者

（５）身体障害者旅客運賃割引規則（昭和62年４月１日ＪＲ北海道公告第４号）によ

る鉄道の旅客運賃割引を受けていない者

（６）居住する市町村に人工透析療法を実施する医療機関がある場合にあっても、次

のア～カのいずれかに該当する者

ア 居住する市町村の医療機関では透析患者が多いため受診できない場合

イ 当初受診した医療機関に継続して通院が必要な場合

ウ 合併症等により専門的医療機関での人工透析療法が必要な場合

エ 就業等の事情により、居住する市町村の医療機関で受診できない場合

オ 居住する市町村内に更生医療の指定を受けた医療機関がない場合

カ 市町村合併により、受診する医療機関が居住市町村内の医療機関

となった場合（合併が行われた日の属する年度を含めて、６か年度の期間に限

る。）

別表

本 人 所 得 制 限 基 準 額

扶養親族等の数 基 準 額

０ 人 ３，６０４，０００円

３，６０４，０００円に扶養親族等１人につき３８０，０００円（当

１ 人 以 上 該扶養親族等が所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する老人

控除対象配偶者又は老人扶養親族であるときは、当該老人控除対象配

偶者又は老人扶養親族１人につき４８０，０００円を、同法に規定す

る特定扶養親族であるときは、当該特定扶養親族１人につき６３０，

０００円）を加算した額

配偶者及び扶養義務者所得制限基準額

扶養親族等の数 基 準 額

０ 人 ６，２８７，０００円

１ 人 ６，５３６，０００円

６，５３６，０００円に扶養親族等のうち１人を除いた扶養親族等

２ 人 以 上 １人につき２１３，０００円を加算した額（所得税法に規定する老人

扶養親族があるときは、その額に当該老人扶養親族１人につき（当該

老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族の

うち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６０，０００円を加算し

た額）



別記２

補助金額は、次の各号に定める方の区分に応じ、当該各号に掲げる金額とする。

１ 所得税非課税世帯に属する方

別に定める基準額により算出した１か月ごとの補助対象経費（以下「経費」という。）

を次に掲げる金額に区分して、それぞれの金額に、当該区分ごとに掲げる割合を乗じ

て計算した金額を合算した金額以内の額とする。

（１）８，４００円以下の金額 ０

（２）８，４００円を超える金額 １０分の１０

２ 所得税課税世帯に属する方

経費を次に掲げる金額に区分して、それぞれの金額に、当該区分ごとに掲げる割合

を乗じて計算した金額を合算した金額以内の額とする。

（１）１万円以下の金額 ０

（２）１万円を超え３万円以下の金額 ２分の １

（３）３万円を超え５万円以下の金額 ３分の ２（前年分の所得税額

が２万１，０００円以下の方に

ついては、３万円を超える金額

につき１０分の１０とする。）

（４）５万円を超える金額 １０分の１０


